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地域政治が諸組織の積極的関与の下に展開してゆく傾向は，近年ますます強くなってきている。そして，
それに伴って地域社会内の諸組織に関する研究は増加してきているが，その大部分は，確固とした理論的
背景をもたない実証研究である。こうした実証研究がより説得力のあるものとなるためには，理論的背景
をもった分析枠組を整えることが不可欠であろう。このような状況の中で，今，組織連関分析というひと
つの新しい視点が形成されつつある。本稿は，その紹介の意味を兼ねて，その理論的位置付けを試みる。

連関分析に多くの概念を提供した（経営）組織
論分野の組織連関論も重要であり，触れないわ
けにはいかない。以上を中心に本稿は構成され
る。

序

社会が高度に分化し，複雑化すればするほど，
個人が社会に対して直接的に行使しうる影響力
は小さくなる。このような社会において，個人
を社会に媒介するものが組織である。大多数の
個人は，組織内個人あるいは組織を代表する個
人となって，はじめて社会的位置を獲得し，社
会的影響力を行使しうる。ここに，組織連関関
係によって社会を，そして政治を捉える必要性
が生じてくる。現在の先進国社会は，まさにそ
の必要のある社会なのである。
本稿は，地域政治研究に適用されうる組織連
関分析が，如何なる理論的流れの中に位置付け
られるかを明らかにしようとするものである。
そのための筋道として，まずBentley理論の簡
単な紹介から入り，それを主として国政レベル
の理論として継承した圧力団体論一政治過程
論一と，地域政治レベルに持ち込んだDahl
らの多元主義派の地域権力構造論をおさえ，地
域政治の組織連関分析の議論につなげる。しか
し，それらばかりでなく，多元主義派との論争
によって，地域政治研究の基礎を作ったエリー
ト主義派の地域権力構造論や，地域政治の組織

l・圧力団体論

地域政治の組織連関分析のもっとも基本的な
認識は，政治が諸組織間の相互作用一組織連
関一によって動いてゆくという考え方であるが，
この認識を明確に持ち，最初にこの視点を採用
することを言明したのはBentley[1908]であ
る。
Bentleyは，田口富久治[1969]によれば，
「伝統的法律学的制度論的政治学を，その方法
論的根底から決定的に転換した」(pp.14-15)
政治学者である。その理論は，政治を，諸集団
の「圧迫と抵抗」からなる「集団のクリスクロ
ス」現象によって展開してゆく動的過程として
把握しようとするものである。Bentleyは，政
治には三水準が考えられるとして，「社会過程」
あるいは「基底的権力配置状況」を意味する最
広義の政治，政党，利益集団，新聞などの統治
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構造外の政治集団・半政治集団の活動としての
中間義の政治，そして，「統治機関の活動」と
いう意味での狭義の政治を提起する(Bentley

[(1908),1967]:260-263)｡Bentleyは，
このうち，特に後二者に対象を絞っているため，

彼が実際に把握しようとする「集団コンプレッ
クス」は，統治機関，政党，利益集団などの間

（１）での交互作用になった。
こうしてBentleyによって先鞭をつけられた

政治集団，半政治集団と統治機関を中心とする
政治の動態分析は，「政治過程論」として，政
治学の主流を形成するに至った。この政治過程
論が発展させてきた概念や一般化として,Gross
〔１９６８〕は，(1)政治の過程アプローチ，(2)政治
過程の行為者，(3)彼らの目的，(4)権力の使用方
法，(5)権力の発展，(6)政治過程における技術一
科学関係，の六つをあげている。彼の指摘の中
で特に注目したいのは，政治過程において行使
される実際的な権力が，フォーマルな権威とか
なり異なるという指摘である。ここから，権力
の使用方法として，提言，教育，宣伝などを含
む「説得」(persuasion)と，強制，命令，操
作などを含む「圧力」(pressure)の存在が指
摘されることとなった。
政治過程において行使される権力が単なるフ
ォーマルな権威ではないという認識は，政治過
程論では，一般的なものと言ってよい。圧力団
体論は，まさにこの認識の上に成立している。
圧力団体は，「直接的に政府の運営の主導権
を掌握することによってではなく，政府や議会
に対してメンバーの共有的利益に基づく要求を
提示することによって，この共有的利益を増進
しようとする団体」（内田満〔1978〕：１０９-
１１０）と定義されるが，これは，「地域代表原
理にたつ政党の代表機能では処理しきれない職
能代表的機能を担当する」（上林良一〔1976〕

：５５）ものとして登場してきたという経緯もあ
り，主として経済的利益集団がその典型と考え
られてきた。しかし，近年の先進国の圧力政治
の状況は，こうした経済的利益集団とは全く異
なる集団までもが，圧力団体として機能するよ
うになっていることを示している。たとえば，
内田満〔１９８０〕は，環境団体のような公共利益
集団の,Rasmussen[1９６９]は,官僚機構や軍
隊などの制度型利益集団の圧力団体的機能に注
目している。
このように，多様な利益集団が圧力集団とし

て機能しているという認識が成立するためには，
圧力団体が実体概念ではなく，機能概念として
把握される必要があ饗すなわち,ある利益集
団が，上の定義で述べたような活動を行なう時，
その利益集団は圧力団体と呼ばれるのであき雪
実体概念としてみると，どうしても少数の組織
のみが圧力団体と考えられがちであるが，機能

概念として捉えると，どのような組織でも圧力
団体になる可能性をもつことが認識され，多数
の組織のからみ合う現代政治の姿を把握しやす
くなる。
次に，このように捉えられた圧力団体の具体
的活動についてみてみよう。まず最初に，政府
・議会への直接的圧力の行使があげられる。こ

の活動は，圧力団体をまさに圧力団体たらしめ
ている最も重要な活動である。しかし，最近で
は，これに加えて新しい活動形態が研究者の注
目を引いている。それは，政府や議会に対する
圧力活動をより効果的にするために行なわれる
対世論活動である。相対的な少数者活動として
の圧力活動を成功させるためには，圧力団体は
その同調者を動員し，他団体と提携することが
不可欠だが，この成否が，まさに世論の状態に
よって決定されるのである（内田満[1980/
５５)。この活動には，マス・メディアが重要な
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Ｄａｈｌ〔1961〕やPolsby〔1963〕ら多元主義
派あるいは争点分析法（イシュー・アプローーチ）
派と呼ばれる地域権力構造論者であった。
Dahlらが地域政治研究に入っていったのは，
「地方政治に関する政治学者の関心の薄さとい
う伝統的事情」（三宅一郎・村松岐夫編〔19181〕
:i)を認識し，意識的にその超克をめざしたた
めではなく,Hunter[1953]ら社会学者によ
って描き出された地域政治の様相が,Bentiey
以来のアメリカ政治学の伝統を学んできた政治
学者にとっては，一般的なものとして認めえな
いようなものであったためである。それゆえ，
このDahlら多元主義派とHunterらエリー|､主

義派の論争は，「政治学者と社会学者の争い」
(Bachrach&Baratz[(1962),1976]:392)
と総括されうることにもなった。
では,Dahlらが批判したHunterらの議論と

はどのようなものであったのだろう力もHunter
らの地域権力構造論は，その調査方法から声価
法派，あるいはその結果からエリート主義派と
呼ばれているが，彼らは，地域内の情報通《と目
される人々に有力者の名をあげてもらい，その
数の多かった人々の間でさらに有力者を相互選
出するという調査方法を用い，次のような地域
権力構造を検出した。すなわち，地域内には少
数のエリートがおり，あらゆる問題に対して影
響力を持っているが，彼らは，政治や行政上の
フォーマルな公職在任者ではなく，主として地
域内の大企業のトップまたはそれに類する人々
であるという構造であった。
これに対して,Dahlらアメリカ政治学の伝

統を踏まえて政治をみているものは，エリ､一卜
主義派によって描き出された地域政治像は，経
済的有力者を過大に評価しすぎており，アメリ
カの地域政治の実態とは異なるという印象を抱
いた。そして，こうした実態とは異なる姿が描

役割を果たすものとして介在していることが注
目される。
圧力団体の登場の背景，その活動，あるいは
類型などが研究対象となりやすい圧力団体論の
中で,Eckstein[1960]の研究は，やや視点
を異にしている。彼がめざしたのは，圧力団体
政治の決定因を明らかにすることであった。そ
の際，圧力団体政治の指標として，形態，強さ
と広がり，有効性を取り上げる。彼は，イギリ
ス医師会の活動を中心にこの分析を行ない，圧
力団体政治が，政策の型，政府と自発的結社の
意思決定構造，広く言えば政治文化と言える社
会の姿勢(attitude)の三変数の関数であるこ
とを明らかにした。それぞれの規定力の大きさ
は異なるにしても，この三変数が，圧力団体政
治の形態，強さと広がり，有効性を決定してい
ることが明らかにされたのである。
以上見てきたような圧力団体論は，必ずしも

地域政治の組織連関分析を生む直接的母体にな
っているわけではないが，これらの研究を通じ
て，組織のパースペクティヴから政治過程を把
握する捉え方が，政治学上の常識となってきた
こと，またここで発展させられてきた分析方法
や概念が，今後の地域政治の組織連関分析に大
いに導入されうる，またされなければならない
ことを考えれば，ここで行なってきたような圧
力団体論の検討が不可欠なことは明らかである。

２．地域権力構造論

論理構造から言えば，地域政治にも適用しえ
たにもかかわらず，圧力団体論は，もっぱら国
政レベルの理論として展開されてきた。Bentley
によって基礎を作られた多元主義的な政治の捉
え方を，地域政治研究の分野に持ち込んだのは，
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かれることになった原因を，彼らはエリート主
義派の採用した調査方法にあるとみた。彼らに
よって，声価法という調査方法には，声価（＝
評判）という主観的評価と実際の権力という客
観的評価の違いが無視されていること，情報通
の選定の際に研究者の盗意が入り込まざるを
えないこと，などの問題点が指摘された。
そこで，これに代わる調査方法としてDahl
らが採用したのが，「イシュー・アプローチ」
である。これは，あるイシューをめぐって，そ
れに関与した人々，そして最終的に自分の主張
の実現に成功した人々を調べ，これをいずれの
地域にも存在するような複数のイシューについ
て行ない，権力をもつものを検出しようとする
方法である。一見して明らかなとおり，この調
査方法は,Bentley以来の政治過程論の考え方
を土台にしている。検出された地域権力構造は，
イシューをめぐって諸集団のリーダーが関与し，
特定のリーダーが関与しうるイシューはかなり
限定されたものにすぎないというものであった。
ここには，エリート主義派によって見出された
ような，あらゆる領域に影響力を発揮するイン
フォーマルなエリートは存在せず，多数の人々
が政策決定過程に参加しうるという多元的デモ

（４）クラシーの存在が主張されたのであった。ここ
から,Dahlらは多元主義派と呼ばれることに
なった。
しかし，勿論，この多元主義派の地域権力構

造論に対しても批判が投げかけられている。第
一に，多元主義派が採用するイシュー・アプロ
ーチで権力構造を検出するためには，複数のイ

シューが選択される必要があるが，その選択基
準が研究者の盗意に任されてしまうことが指摘
されている(Olson[1967])｡第二に，イシュ
ーが選択されたとしても，そこで検出されるリ
ーダーは，あくまでもそれぞれのイシューにつ

いてのリーダーであり，それをもって権力構造
と呼ぶことはできないのではないかという問題
がある（金子勇〔1980〕)｡第三に，イシュー・
アプローチでは，顕在化したイシューについて
しか扱えず，イシューが顕在化しないように抑
える，いわば潜在的権力を扱うことができない
という問題がある(Bachrach&Baratz[1962],
Olson[１９６７])｡そして第四に，多元主義派の
理論が楽観的なデモクラシー肯定論になってお
り，地域内の対立などを軽視した現状維持型の
均衡論的イデオロギーの上に成立していること
が指摘されている(Playford[1968],古城利
明〔1977〕)。
この四つの批判のうち，最後のものだけが理

論そのものに対するイデオロギー批判だが，は
じめの三つの批判は，いずれもイシュー・アプ
ローチという調査方法に関連してのものである。
このように調査方法に批判が集中するのは，あ
る意味では当然と言えよう。というのは，イシ
ュー・アプローチが，かなり安易に，過程分析
と構造分析を結びつけているためである。イシ
ューについての分析で明らかにされるのは，そ
のイシューをめぐっての政治過程であり，決し
て政治構造や権力構造ではない。Dahlは，彼
が取りあげる政党候補者指命，都市再開発，公
教育という三つのイシューがいずれの地域でも
重要と考えられることを，過程と構造を結びつ
ける根拠にしていたわけだが，これに対しては，
第一の批判のように，その選択は研究者の盗意
に大きく影響されるのではないかという疑問が
提起される。単純な例をあげれば，上述の三つ
のイシューよりも，予算の決定というイシュー
をめぐって生じる関係の方が，より端的に権力
構造を反映していると考える研究者は少なくな
いであろう。
選択されたイシューが，確かに権力構造を把
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構造を明らかにしようとする試みからみると，
大きく後退することになる。では，権力構造は
如何にして捉えたらよいのだろうか。
エリート主義派と多元主義派の問題点を認識

してきた地域権力構造の研究者の多くは，現在
では，どちらか一方の分析方法に全面的に依拠
するより，両者の統合をめざし，さらには新た
な方法を付加することによって，権力構造篭明
らかにしようとしてい饗たとえば,Kur(:,da
〔１９７４〕は，声価法，イシユー・アプローチを
併用するとともに，国レベルの全体社会の中で
の対象地域の位置の分溌さらには,歴史的分
析も試みている。秋元律郎〔1971〕も類似の方
法を採用し，古城利明〔１９７７〕は，階級階層構
造析出法と地位法を使用している。
このように，エリート主義や多元主義の-一方

に固執するのではなく，それらを統合し，より
優れた権力構造析出法を構築するという方向は
望ましいものと言える。しかし，これらの新た
な方法にもまだ充分取り入れられていないもの
がある。それが組織連関パースペクティヴであ
る。勿論，現実の地域政治において，組織連関
関係が重要な役割を果たしていないなら，１二う
したパースペクティヴを取り入れなくとも-一向
に差しつかえないわけだが，現実に重要な役割
を果たしている。そして，その事実は，エリー
ト主義派の理論の中にも，多元主義派の理論の
中にも，すでに暗黙のうちに入り込んでいる。
多元主義派の理論はすでに述べたように,13en･
tley以来の政治を集団間の交叉圧力としてみ
る見方の延長線上にあるため，当然のごとく前
提にしているし，エリート主義派の理論も,大
企業という組織のトップが地域政治においても
権力を持っているという結果を導出したことか
らわかるとおり，組織を背景にした権力という
考え方を包摂している。

握するための適切なものであるという認識が，
研究者の間で共有されない限り，第二の批判も
また必ず生じてくる。あるイシューに関してあ
る者が大きな関与をなしえたとしても，それは，
あくまでもそのイシューに関してのことであり，
そのことだけで権力構造の中枢に位置している
と判断することはできない。それゆえ，第一の
問題点が解決されない限り，第二の問題点も解
決されえないのである。
以上の二つの問題点がうまく解決されたとし

ても，第三の問題点はまだ残存する。というの
は，イシュー・アプローチによって扱いうるの
は，確かに顕在化したイシューの場合だけであ
り，潜在的なイシューについてはこの分析を行
ないえないからである。それゆえ，イシューを
顕在化させない方が有利である人々によってし
ばしば行使されるイシューを顕在化させずに抑
圧する重要な権力が看過される。日常的用語で
言うところの「黒幕」的存在の権力が扱いえな
いのである。そして，権力構造という限りは，
こうした権力を把握しえないことは大きな欠点
とみなさざるをえない。
以上のような問題点を見てくると，やはりイ
シュー・アプローチでただちに権力構造が明ら
かになると考えた点に無理があったと判断せざ
るをえない。イシュー・アプローチはあくまで
も過程分析として利用すべきであろう。顕在化
したある特定のイシューをめぐって生じる政治
過程におけるリーダーの検出に限定すれば，先
の三つの批判からは解放される。そしてまた，
そうしたイシューをめぐる政治過程において，
イシューをめぐる対立や，権力差による一主体
の他主体に対する意志の貫徹などが検出される
ならば，第四の均衡論的イデオロギー批判をも
柔らげることができよう。
しかし，このような限定をすることは，権力
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しかし，こうした認識は，両理論においては
あくまでも潜在的なものにとどまり，明示的に
語られていない。だが，多くの場合，地域内で
権力をもつ個人は，彼のパーソナリティによっ
てではなく，地域内の有力な組織の代表として
その権力を手にしている。たとえ，政治の表面
にあらわれているのが諸個人間の争いや交渉で
あるとしても，それは実は諸組織間の争いや交
渉なのである。その意味で，地域権力構造論は，
そして地域政治研究は，組織連関関係を中心に
組み直される必要がある。

れたLevine&White[1961]の論文は，それ
以前の組織研究がフォーマル組織の内部にもっ
ぱら注目してきたことを指摘し，組織連関関係
を研究する必要性を説いたが，これが意識的に
組織連関研究を試みた最初のものと目され翌
この組織論分野での組織連関研究は，以下の

ような流れの中に位置付けられよう。すなわち，
組織内部の構造や過程の分析からスタートし，
徐々に組織外部の環境の重要性を認識するよう
になり，組織一環境関係の分析（コンテインジ
ェンシー理論）へと進んできた組織研究が，組
織外部の環境として他の諸組織を取りあげるよ
うになってきたところに，組織連関研究は生じ
たと言える。塩原勉[1980]は，それを「(i)2
組織間の関係,(il)3以上の組織の諸関係のネッ
トワーク,ili)上位組織と下位組織との包摂や分
裂，支配と対抗といった諸現象をすべてカヴァ
ーする」(p.10)研究領域としている。

組織連関関係が構築されるための不可欠の条
件として，組織論分野で考えられているものは，
資源の稀少性であ臺零このことを,Levine&
Whiteは，端的に「理論的には，すべての必要
な要素が無限に供給されるならば，組織相互
作用も，理念としての協働への同意もほとん
ど必要がない」(p.587)と述べている。資源
が稀少であるゆえに，協働も必要になれば，ま
た自らの機能の制限も必要となってくるのであ
る。
Levine&Whiteは，上記の資源の稀少性と

いう考え方とともに，「組織的交換」という概
念を鍵概念として提出した。彼らの組織的交換
という概念は"Homans流の交換概念が個人
的現象や心理学的現象を語るのに適し，組織間
の交換を語るのには適さないと考え，新たに工
夫されたものである。定義によれば，「組織的
交換とは，二つの組織の間での，それぞれの目

３．組織論分野の組織連関論

政治過程論で集団間関係による政治分析の位
置が確立し，地域権力構造論によって地域政治
研究が活性化したわけだが，地域政治研究にお
ける組織連関分析の位置を明らかにするために
は，ここでもうひとつの理論を取りあげる必要
がある。それは，組織論分野で発展してきた組
織連関論である。
Laumannetal .[1978]は，組織連関論が

組織論と地域政治研究という二つの分野で発展
してきたことを指摘している(p457)が，両
者は独立に発展してきたものではない。後者の
組織連関論は，勿論前述の地域権力構造論を踏
まえた上で出てきているが，むしろ直接的イン
パクトは組織論分野の組織連関論から受けてお

り，基本概念などで組織論分野の理論的蓄積を
かなり導入している。それゆえ，地域政治の組
織連関分析を位置付けるためには，組織論分野
の組織連関論に触れておく必要がある。
組織論分野において，組織連関関係の研究に

焦点があてられるようになってきたのは,1960
年代に入ってからとみてよい。1961年に発表さ
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分析と一線を画し，むしろ地域政治の組織連関
分析に近づいている。
次に，焦点組織を中心としたオープンシステ
ム・モデルによって，組織連関関係を捉えたの
は,Evan[1966]である。彼は，焦点組織に
インプットを与え，また焦点組織からアウ|､プ
ットを受けとる諸組織を「組織セット」と呼び，
ｲ ﾝ ﾌ ｯ ﾄ 組 織 ｾ ｯ ﾄ か ら焦点組織焦点組織
からアウトプット組織セット，さらには，アウ
トプット組織セットからのフィードバックとい
う流れの中で,組織連関関係を把握し習誰こ
では，(1)組織セットの規模，(2)組織の多様性，
(3)情報構造，(4)インプット組織資源の集中度，
(5)メンバーシツプの重複性，(6)目標・価値の重
複性，(7)比較関連組織あるいは規範関連組織，
(8)対境担当者，という八つの組織セットの変数
によって，(1)焦点組織の内部構造，(2)意思決定
における自律性の程度，(3)有効性の程度，(4)組
織風土，(5)焦点組織から組織セットへの人員の
流れなどが説明される。山倉健嗣〔1977〕は，
この分析枠組を「焦点組織と組織セットの成員
との関係，相互作用，意思決定を扱う領域'〔組
織一組織のレベル），焦点組織と組織セット自
体の関係，調整を扱う領域（組織一諸組織のレ
ベル），全体としての組織間システムの配置連

関，構造を扱う領域（組織間システムのレベル）
という組織間関係の総てを扱いうる」(p.65)
優れたものと述べている。
確かに，組織間関係の多くを明らかにし，ま
た，「対境担当者」など組織と組織をつなぐメ
ンバーの重要性などが強調され，興味深い枠組
ではあるが，この枠組はやはりあくまでも，焦
点組織の分析に中心があり，その内部構造や行
動が組織連関関係によってどう異なるかを明ら
かにしようとしており，組織連関関係その;もの
に焦点をあてたものではないとみるべきである

標の実現に対して現実的あるいは予期される結
果をもつあらゆる自発的活動」(p.588)とさ
れる。Levine&Whiteは，保健諸機関を対
象に，(1)クライアント，(2)労働サービス，(3)資
金・装置・情報などをめぐっての組織間関係を
調べ，それが，(1)〔組織連関〕システム外部の
必要要素への諸組織の接近可能性，(2)組織目標
と組織機能，(3)組織間の領域的同意の程度の三
要因によって変化することを見い出した。
組織連関分析が，社会的に承認された調和状
態を前提にしていた組織内分析と対照的に，社
会的に承認された紛争の存在を認識するところ
から始まることを指摘したのは,Levine&Wh.
i te [1961]とともに先駆的意義をもつLit -
wak&Hylton[1962]である。彼らによれば，
組織間には，組織内とは異なり確固とした権限
構造が存在しないため，紛争状況が生じるが，
これは調整されなければならない。この役割を
果たすのが調整機関(CoordinatingAgency)
である。彼らは，この調整機関の発展やタイプ
と,(1)組織の相互依存,(2)組織認知レベル,(3)組
織活動の標準化，(4)組織数の四変数との関係を
調べ，以下のような関係を検出した。
（１）標準化が小さすぎると調整はできず，大
きすぎると調整機関よりも規則や法が作用す
るようになる。
（２）低い観察可能性〔＝認知レベル〕は低い
調整を，高い観察可能性は高い調整を生む。
（３）高い相互依存性は組織合同を生み，低い
相互依存性は調整を生まない。
（４）組織数が少なすぎると調整機関が作用す
る必要がなく，多すぎると調整機関では調整
できない。
Litwak&Hyltonの組織連関分析は，紛争

関係とその調整の重視，価値の相違による紛争
関係への注目など，他の組織論分野の組織連関
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る関係の問題は，地域政治の研究においては欠
かせないのである。
以上のようにみてくると，組織論分野の組織
連関論は，多くの概念を地域政治研究分野の組
織連関分析に提供しうる位置にあるが，決して
すべての概念を提供しうるわけではなく，特に，
権力をめぐっての組織連関関係の把握などでは，
非常に不充分であることがわかる。それゆえ，
地域政治研究分野の組織連関分析は，一方では，
組織論分野の組織連関論を継承しながら，他方
では，やはり地域権力構造論の延長線上に位置
するのである。

う。
組織間関係の形態を類型化し，それぞれの形

態を生み出す必要条件を特定化したのは,Aki-
nbode&Clark[1976]である。彼らによっ
てあげられた組織間関係は，脇働」(coope-
ration),「競争」(competition),「紛争」
(confl ict) ,「合併」(merger)の四形態で
ある。協働は明確に定義されていないが，複数
組織がそれぞれの組織としての自律性を維持し
ながら形成するあらゆる協力的関係が含まれる
と考えてよかろう。競争は，ある組織が目的を
達成すると必然的に他の組織の目標達成可能性
が低くなる関係であり，紛争は，二つの組織の
選好が基本的に両立しない関係，そして，合併
は，元の複数組織の自律性が失なわれ，一組織
に形成し直される組織間関係と組織内関係の接
点に位置する関係と規定される。以上の四関係
形態は，彼らの全く独自の類型化というより，
かなり一般的に使われていたものを整理し直し
たものとみた方がよ↓響）
Akinbode&Clarkは，これらの関係を生

み出す必要条件として，(1)資源の稀少性の質，
(2)領域的同意の存在一欠如，(3)相互依存の程度，
(4)必要とされる資源の補完性一同一性，(5)問題
領域での競争傾向の存在一欠如，(6)認知され報
酬を与えられる活動の種類，(7)組織ターゲット，
(8)関係考慮一一方的意思決定，(9)集団中心指向
一自己中心指向，の九つを考え，それぞれの関

係形態ごとに特定化してゆく。
しかし，ここで注意しなければならないこと

は，彼らの理論が，自ら記しているとおり，相
互作用する諸組織の権力の等価性を前提に構築
されているということである。このことは，彼
らの関心が，あくまでも経営組織をモデルに理
論構築をする組織論分野の研究にとどまってい
ることを意味する。権力差がある組織間に生じ

４．地域政治研究分野の組織連関分析

前節までの検討で，ほぼ地域政治研究分野の
組織連関分析の位置付けが明らかになったわけ
だが，ここでこの分野の組織連関パースペクテ
ィヴをとる研究のいくつかを紹介し，その位置
付けをより明確化することにしよう。
まず，組織連関パースペクティヴから地域権

力構造を把握しようとしたPerruci&Pilisuk
〔1970〕を取り上げよう。Perruciらは，「組
織の決定がコミュニティに影響する程度に応じ
て，〔その組織の〕リーダーは大きな権力をも
ち，そして，重複的メンバーシップを通じてコ
ミュニティ内の他組織の決定も制約しうる地位
にあるとき，特に大きな権力をもつ」(plO44)
という認識に立ち，複数の組織において経営上
の地位を占めるリーダーに注目した。
彼らは，調査対象地で四組織以上で経営上の
地位をもつ２６人のリーダーを組織連関リーダー
( IOL)として選び，それらのIOLの主要職
業と同じ職業をもつ単なる組織リーダー(OL)
２６人を選択し,IOLと比較した。その結果，
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ティ革新を説明する研究は二段階に分けて行な
われる必要があることを主張した。
その第一の段階は，従来の五つの理論の視野
に納められてきたもので，コミュニティの革新
への一般的傾向を理解するために，コミュニテ

ィ・システム全体の状態を研究するものである。
他方，研究の第二段階は，従来の五つの理論に
満足しきれなかったAiken&Alfordが新た
に提示したもので，これが組織連関分析の枠組
でなされる研究である。すなわち，彼らは，コ
ミュニティ革新への一般的傾向を理解する此め
には，コミュニティ・システム全体の状態を知
ることがもっとも重要であることは認めるが，
特定の革新やその実行を理解するためには，分
析単位をコミュニティ意思決定組織(Commu-
n i tyDec is ionOrganizat ion)が中心的活

動主体となっているコミュニティ・サブシステ
ムにする方が適切であるとし，このサブシステ
ムを組織連関分析で捉えることの必要性を説い
たのである。
このAiken&Alfordの研究は,特定のイシ
ューをめぐる政策決定・実行過程の分析に組織
連関分析が不可欠なことを明らがにしたものと
して，高く評価しうる。また，組織連関関係の
研究ですべてを説明するのではなく，一般的な
傾向と特定の決定とを分け，特に後者の分析の
ために有効であると限定したことも，組織連関
分析の現状からいえば，適切な焦点の定め方で
あると認められる。
この他にも,｢病院委員会」(hospitalcounicil)
というフォーマルな組織連関関係が，如何なる
組織状況の下で生じやすいかを，比較分析を通
じて明らかにしたTurk[１９７３]の研究や，コ
ミュニティ意思決定組織間に形成される組織連
関関係から，都市改革を把握しようとしたWar-
renetal.[１９７４]の研究など興味深いもの

彼らは,IOLはOLより(1)過去のコミュニテ
ィ・イシューにより多く関与し，(2)権力に関し
て一般的評判をもち，(3)コミュニティ・イシュ
ーについて同質的見解をもち，(4)相互に社会的

に知り合っており，(5)ソシオメトリックな方法
でも権力あるものとみなされることを発見した。
そして,IOLのうちでも特に評判の高い組織連
関リーダー(IORL)が，もっとも大きな権力
ともっとも高い意見の類似性をもち，ひとつの
際立った集団を作っていることも明らかにされ
た。
この結果は一見して明らかなとおり，エリー
ト主義派の提示した結果に酷似している。とい
うよりむしろ，主観的であると批判されがちな
エリート主義派の声価法を，組織連関論的視野
の導入によって補強する意味を持っていたので
ある。しかし確かに，この研究は組織連関関係に
注目しているが,その関係そのものについて充分
に明らかにしているとは言い難い｡地域政治にお
いて組織が占める位置の重要性を指摘しながら，
最終的には議論をすべて個人に集約させており，
そのため，組織連関関係の重要性が後ろに隠れ
てしまっている。また，複数組織での経営上の
地位という恒常的な位置にのみ注目するため，
イシューをめぐって生じるダイナミックな組織
連関関係については全く触れられず，組織連関
分析の最大の長所を生かしえていない。
Aiken&Alford[1970]の研究は,まさに
このダイナミックな組織連関に注目したもので
ある。Aiken&Alfordは，コミュニティ革新
を説明する理論として，(1)政治文化，(2)フォー
マルな政治構造の集中，(3)コミュミティ権力の

集中と分散，(4)コミュニティ変異と連続，(5)コ
ミュニティ統合の五つが存在したことを指摘し，
それらの妥当性を５８２のアメリカの都市を対象
に検討した。その結果から，彼らは，コミュニ
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が少なくないが，羅列的になりすぎるのでここ
ではそれらを紹介するのはやめ，地域政治研究
分野への適用をめざして，組織連関論の現状を
包括的に整理したLaumannetal．[1978]を
少し詳しく紹介し，この節のまとめとしたい。
Laumannらは，従来の組織連関論の整理を

次の三つのセクションに分けて行なう。第一に
組織連関ネットワークの構造要素，第二に組織
連関ネットワーク内の過程，第三に組織と個人
や地位集団との関係である。
構造要素としてまず取り上げられるのは，ネ
ットワーク内の「点」にあたる単位であるが，
この単位として組織を設定するところに，組織
連関論の基本的特徴がある。ここでは，この単
位と関連して，以下のような重要な指摘がなさ
れている。第一に，こうした単位の存在範囲に
あたるシステムの境界設定に関して，機能的境
界基準と地理的境界基準という，二つの関連は
あるが異なる基準が使われてきたこと，第二に，
組織境界の設定も現在の組織モデルではかつて
のように自明ではなく，限界的なケースでは，
組織連関関係が組織内関係と考えられる場合も
あり，難しい問題になっていることが指摘され
ている。第三に，組織連関関係を生む二つの原
理として，組織特性の類似性と補足性が存在す
ること，第四に，組織間の調整の役割を果たす
連盟(federation)や調整委員会のような組織
がネットワーク内で中心的な位置を占めやすい
ことが指摘されている。
ネットワークの第二の構造要素は，単位間に

形成される組織連関関係であり，これには，資
源交流に基礎をおいた関係と組織境界の相互浸
透に基礎をおいた関係という二つの一般的タイ
プが考えられるとする。前者に関しては，資源
の捉え方が論者ごとに少しずつ異なっているこ
とが，後者に関しては，メンバーの共有とジョ

イント？プログラムの遂行が組織を相互浸透さ
せるものとして，注目されてきたことが指摘さ
れている。また，組織連関関係のタイプは，資
源や人員などの組織間を結びつけるものによる
区別だけでなく，標準化や対称性の程度などの
質的特性による区別も可能であり，こうした研
究もある程度なされてきたことを指摘し，さら
に，今後はこうしたネットワーク内の組織連関
関係ばかりでなく，複数のネットワークの組み
合わせを分析する研究も必要であると主張する。
構造要素の第三番目のものとして，ネットワ
ーク形成の様式(modality)が取り上げられる。
これは,､組織連関ネットワークのパターンや構・
造に影響を与える規範的文脈あるいは制度化さ
れた思想構造のようなものである｡Laumann
らは，この様式には，競争的様式と協働的様式
が存在すると指摘する。前者は，完全競争市場
的関係を生み出す，組織間の基本的関係は対立
的であるとする考え方であり，後者は逆に，分
化した目標をもつ諸組織が集合的目標に到達す
るために協働するならば，その時に最大の成果
が得られるとする考え方である。
以上三つの組織連関ネットワークの構造要素
の次に,Laumannらはネットワーク内の過程
について考察する。その第一に，ネットワーク
形成過程を取り上げる。ここで彼らはまず，あ
る組織が組織目標の達成にとって不可欠な資源
を制御する他組織に依存しなければならないた
めに組織連帯が生じるという資源依存理論(Re.
sourceDependencyTheory)の主張を取り
上げ，これをネットワーク形成過程の基本的捉
え方であるが，ダイアディックな交換に焦点を
あてているため限界をもつと指摘する。組織連
関関係では，メンバーの重複やその他の相互浸
透のため，ダイアディックな関係を前提にする
ことは困難であるとし，その限界を克服するた
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い暖昧な状況においては，資源の最適結合を求
めて諸組織が提携する結合過程が生じるのであ
る。
研究蓄積の多い決定過程に比べ，実行過程は
はるかに軽視されてきた。しかし,Laumann
らは，組織間の調整が興味深いものとなるのは
まさにこの実行過程においてであることを指摘
し，それにもかかわらず，この過程の研究が充
分なされてこなかったのは，彼らがここで行な
ってきたような組織連関ネットワークの詳細な
分析が欠如していたことによるものであると述
べている。

ネットワークの構造要素，過程を検討してき
たLaumannらは，最後に組織と個人や地位集
団との関係を考察することで，組織連関論の位
置を明らかにしようとする。
まず第一に，階級や地位集団との関係につい

ては，組織連関パースペクティヴでは，．'ミュ
ニティに対し，類似の機能を遂行する組織は利

益が共通しているとみるので，組織連関サブネ
ットワークは階級や地位集団の類似物であると
述べる。次に，個人と組織の関係については，
この分野にそれを捉える三つのパースペク･ティ
ヴが存在すると指摘し，エリート主義モデル，
多元主義モデル，組織モデルをあげる。彼らに
よれば，エリート主義モデルと多元主義モデル
は，組織をエリートによる地位維持の工夫;とみ
るか，一般に共通利害を守るために形成される
ものとみるかという違いはあるが，いずれも個
人を利害の究極的単位と考え，組織は単なる個
人の利害結合のあらわれと捉えているとされる。
これに対し，組織モデルは，組織に固有の利害
をみ，むしろ逆に，個人を組織から離れて固有
の利害などもちえない存在と仮定しているとさ
れる。そしてさらに，こうした関係において，
組織目標と個人の必要が合致するために，制御

めに，組織連関の場の「機会構造」(oppor.
tunitystructure)という概念を導入する。こ
の概念の導入によって，交換関係は，単に資源
のみでなく，法制度的制約，地理的近接性，機
能的類似性，既存の組織重複の関数として生じ
るという把握が可能になるとする。
ネットワーク内過程として，第二に扱われる

のは動員過程である。組織連関関係がコミュニ
ティ・イシューの結果や集合行為に影響を与え
るためには，組織連関ネットワークやサブネッ
トワークの活性化や動員のメカニズムが存在し
なければならない。動員のひとつの明白な説明
は，狭義の自己利益によるものである。この説
明では，脅威あるいは機会が生じた際に，組織
連関ネットワークが有効な抵抗あるいは建設活
動にとっての適切な領域であると認識される時，
自発的・自己利益的動員が生じるとされる。し
かし,Laumannらは，これだけでは動員過程
を把握するには，不充分とし，直接的利益はな
いが，将来生じる出来事で協力を得るために参
加する，間接的利益に基づく動員や，直接的に
も間接的にも利益は受けずに，否定的サンクシ
ョンのみによって動機づけられた動員も考慮し
なければならないと指摘している。
第三に取り上げられる過程は変換過程である。
これは，あるイシューが生じた際に，それが組

織連関関係などを通じて政策としてアウトプッ
トされる一連の過程のことであり,Laumann
らは，これを決定過程と実行過程として考慮す
る。彼らによれば，決定過程の型は，政治権力
の制度化の型に依存している。つまり，ひとつ
ないしは少数の組織が正当化されたフォーマル
な権威をもっているという通常の状況において
は，他の組織はそのフォーマルな権威をもつ組
織に影響を与えようとするターゲット過程が生
じ，フォーマルな意思決定の場が特定化されな
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と責任のメカニズムが重要な役割を果たすこと
も指摘されている。
Laumannらの研究は，組織連関論の蓄積を

包括的に整理したものとして優れているが，概
念用具の提示という形で議論が進められている
ため，やや組織論分野の組織連関論に片寄って
いる。また，最後の個人と組織との関係で整理
されたエリート主義，多元主義の捉え方も単純
すぎるように思われる。そこで，最後に，これ
までの諸理論の紹介・検討を踏まえて，筆者な
りの地域政治の組織連関分析の位置付けを明ら
かにするとともに，今後のこの分野の課題を提
示することにしたい。

果たしている。
多元主義派の地域権力構造論が，政治が諸組

織の交叉圧力で動いてゆくことを暗黙の前提と
しえたのは,Bentley以来の圧力団体論一政
治過程論一の研究を通じて，その認識が政治
学上の常識となっていたためである。政策決定
・実行主体である統治機関と，それに影響を与

えようとする政治・半政治集団の関係の分析に，
政治研究の焦点を絞ったBentleyのパースペク
ティヴは，そのまま現在の地域政治の組織連関
分析のパースペクティヴになっていると言って
も過言ではない。
さて，それでは地域政治の組織連関分析は現

在如何なる問題点をもち，今後への課題を残し
ているのであろうか。
先に,L aumanne t a l . [ 1 978 ]の研究に
関して，やや組織論分野の蓄積に頼りすぎてい
ると述べたが，これは現段階の地域政治の組織
連関分析一般に言えることである。政治におい
ては，支配と従属，権力をめぐる複雑な関係の
存在などは常態であるが，こうした現象を把握
するための充分な概念用具は，組織論の分野に
はない。これを取り扱うためには，まさにこう
した現象を研究してきた政治過程論や地域権力
構造論の理論的蓄積が，さらに一層利用されな
ければならない。それらが充分に利用されえた
時，はじめて十全な地域政治の組織連関分析が
可能になるであろう。
権力概念を明確化し，地域内の諸組織へのそ
の配分と諸組織間の関係の全体を捉えることで，
地域権力構造を把握する試みがなされねばなら
ないが，現在主として行なわれているのは，特
定のイシューをめぐっての組織連関関係の分析
である。しかし，この分析にしてもまだ全く不
充分なものである。それゆえ，まずイシューを
めぐる政策決定・実行過程を組織連関関係によ

結．地域政治の組織連関分析の位置と今後の
課題

地域政治の組織連関分析は，基本的な組織連
関関係の把握や概念の多くなどを，組織論分野
の組織連関論に直接に負っているが，こうした
分析がすんなりと地域政治研究に持ち込まれえ
たのは，それを受け入れうる考え方をとる研究
がすでに存在していたためである。筆者は，こ
れを多元主義派の地域権力構造論に求める。す
でに述べたように，多元主義派の地域権力構造
論は，個人を単位として理論構築がなされてい
るが，そこには暗黙のうちに，政治は諸組織間
の交叉圧力によって展開するという考え方が前
提とされている。それゆえ，ここから組織連関
分析へ至るのは，ある意味では当然すぎるぐら
い当然のことであった。また，この多元主義派
と対立するエリート主義派の地域権力構造論も，
組織連関分析と対立するものではなく，むしろ，
組織間の権力差という，組織論分野の研究では
無視されやすい重要な事実に気づかせる役割を
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〔1968〕：４８６）と定義される。
(4)ただし，フォーマルな公職在任者は，かなり多く
の領域に関与しうるものとして検出されている。
(5)このような新しい地域権力構造研究を紹介し可にい
るものとして，中村八朗〔1973〕をあげておく。
(6)地域社会を国家システムの中で捉えるという視点
は，従来の地域権力構造論の両派がともに欠いてき

た重要な問題であるという指摘は多い(Wall!on
[1967],Castells[1978),Pickvance[1975],
Saunders[1980])。
(7)勿論，素朴な形では，組織連関関係への注目は古

典的著作の中にも少なからずある。Simmel[1908]
は勿論のこと,Levine&White自身も,Ma:rch
&Simon,Blau,Etzioniなどの研究でも組織

連関関係の重要性が認知されていることを指摘して
いるし,Litwak&Hylton[1962]に至っては，
DurkheimやMarxの分析に組織連関分析の一般的
ルールが認められると述べている。

(8)組織連関関係の基盤を資源の稀少性のみに求める
ことは，経営組織が対象の場合にはそれほど問題を

感じさせないが，政治組織が対象とされる時にはか
なり問題である。政治組織の間で組織連関関係が作
られる場合，価値観の問題は無視しえない。
(9)Metcalfe[1976]は，「組織セット」概念を展

開して，組織連関ネットワーク内の組織戦略の問題
を扱っている。
(10）筆者は以前，運動組織間の関係として「合鮒，
「提携」，「協同（協働)」，「競争」，「闘争（紛
争）」という五つの関係を提示したことがある（片
桐新自〔1980〕：２７）が，これは,Zald&Ash
〔1966〕やSimmel[1908],Coser[1956]な
どの研究を踏まえた上で形成されたものである。

って分析する枠組を確立し，如何なるイシュー
に如何なる組織連関関係が有効に機能するかを
明らかにしてゆくことが必要であろう。
組織連関分析は決して万能ではなく，むしろ，
Aiken&Alford[１９７０]が述べるように，地
域システム全体の状態から把握される地域政治
の一般的傾向の上に生じる特定の政策決定や実
行過程の理解が，その主要な分析対象であると
考えるべきであろう。勿論，地域内の諸組織の
全体的配置状況とその関係をつかむことで，地
域政治構造あるいは地域社会構造を把握するこ
ともその課題であるが，今しばらくは，政策決
定・実行過程の具体的分析を行ない，地域政治
の組織連関分析の有用性を示すことが緊要な課
題であると思われる。

注
(1)Bentley理論に対しては，均衡論的イデオロギ
ーをもつという批判がなされており(田口富久治〔1９

６９〕：３２-３３，上林良一〔1976〕：８５)，この批判
は妥当なものと考えられるが，理論自体の構造から
いえば，均衡化過程のみでなく，不均衡化過程＝崩

壊過程も扱いうると考えられる。
(2)このことを明確に述べているものとして，石田雄

〔1961〕，上林良一〔1976〕があげられる。
(3)間場寿一〔1973〕は，利益集団＝利害関係集団

(interestgroup)概念を，圧力団体概念のもつ
マイナス・イメージを払拭するために工夫されたも

のとして，内容的には同じものを指すと述べている。

確かにこうした捉え方もあり，この場合のインタレ
ストは，「公共政策や価値の権威ある配分を特定の

方向に向けさせようとする意識的要求｣(Ehrmann
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